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精神障害者保健福祉手帳を所持する方の就業の状況と 

企業が取り組む職場の配慮・措置 

－「精神障害者の等級・疾患と就業状況との関連に関する調査研究」の結果から－ 
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採用後の合理的配慮は職務の円滑な遂行に必要な措置であり、「障害者の雇用の促進等に関する法律」にお
いて事業主の義務であって、「個々の事情を有する障害者と事業主との相互理解の中で提供されるべき性質のも
の」とされています。 

ここでは実際に取り組まれる配慮・措置の実施状況と今回の調査で認められたいくつかの傾向などを記載します。 

〇就業上の課題がある場合、配慮・措置の実施の可能性が大きくなる 
精神障害のある従業員が就業する上で何らかの課題がある場合、課題なしの場合よりも、配慮・措置の実施割合
が高まる傾向が見られました。就業上の課題に対して職場が対応する活動が活発になった結果と思われます。 

一方、自身の障害理解に課題がある場合は、課題が大きいほど配慮・措置の実施割合が低くなる傾向が見られ
ましたが、自身の障害理解の状況に関わらず、課題や配慮・措置に関する相互理解の状況が、現場の取組に影響す
ることが考えられます。 

〇非正社員や外部と関わらない職務の場合、配慮・措置の実施の可能性が大きくなる 
正社員以外の雇用形態や、外部との関りが少ない職務では、正社員や対外的・対人的職務と比べ、配慮・措置

の実施割合が高まる傾向が見られました。あくまで調査時点での傾向ですが、柔軟な配慮・措置が必要と考える場合
には留意する必要があります。 

〇就労支援機関を活用する場合、配慮・措置の実施の可能性が大きくなる 
対象となる従業員への支援において就労支援機関と連携する場合、多くの配慮・措置の実施割合が高まる傾向
が見られました。 

支援機関の活用で配慮・措置等の取り組みに関する情報や、実施にかかる協力が得やすくなると思いますが、配慮・
措置の有効の割合、負担の割合との関連は特には見られませんでした。 

〇体調変化の把握に取り組む場合、配慮・措置の実施の可能性が大きくなる 
声がけ、日誌（体調管理ソフト含む）、定期面談による体調把握に取り組む場合、配慮・措置の実施割合が高

まる傾向が見られました。声がけは全体の 80%で、定期面談は 46%で取り組まれており、日誌は 9%と少ないです
が、一部の事業所では、これらを併用して取り組まれています。 

〇疾患の種類や障害者手帳の等級と企業等での就業について 
疾患の種類については、それぞれの症状・障害の違いから、課題となる点や対応する配慮・措置の実施に多少の違

いがありますが、特定の疾患に対する配慮・措置の有効の割合が低い、あるいは負担の割合が高いという傾向は見られ
ませんでした。従事する職種についても同様に疾患の種類との関連は見られませんでした。 

手帳所持者のうち等級 1級の者は全体の 1割程度と少なく、今回の調査研究においても精神障害のある従業員
で等級 1級の手帳を所持する者は全体の 3％と極めて少なかったものの、障害者手帳の等級と配慮・措置の実施割
合、有効の割合、負担の割合との関連は見られませんでした。 

配慮・措置と関連するもの 
3 配慮・措置の実施にあたって 

  これまで、精神障害者の一般的な状況、就業の状況、就業上の課題、配慮・措置の取組状況について、今回の調査
研究の結果等からご紹介しました。 
最後に、配慮・措置の実施に関して留意すべき点をいくつか記載します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

今回の調査研究では就業上の 11の課題を把握しましたが、たとえ同じ疾患であっても就業上の課題は個人
差が大きいようです。さらに本人の努力や周囲の何気ないサポートにより、就業上の課題と認識されていないこと
もあります。そのような場合でも、本人が気にする点や不安に感じる点を把握した時には、予防的な観点からも配
慮・措置に取り組めるとよいでしょう。 

☆ 本人の課題を把握しよう 
採用の前後に関わらず、本人の長所や強みの把握とともに、就業上の課題や業務遂行上の困難が予想される点

も把握しましょう。本人との面談だけでなく、就労支援機関と一緒に「就労パスポート」として整理している場合もありま
すので活用しましょう。本人が自ら職場の方に、就業上の不安などを伝えるためには「担当者の選定」が有効です。 

☆ 就労支援機関から情報を得よう 
本人が就労支援機関を利用していた場合であれば、本人の課題となる行動傾向や対処方法などの情報を有して

いることもあるので、参考にしましょう。そのような場合でも、個人情報の取扱いについて留意が必要です。 

☆ 採用前の職場実習のすすめ 
本人の採用前に職場実習として、実際の職場でいくつかの作業を体験してもらえると、作業の手ごたえや課題を本

人・職場ともに確認できます。また、実際の職場であるため、環境やコミュニケーションの影響も確認できます。 

就業上の課題の把握 

障害のある従業員の雇用管理については、企業規模や事業所の人員体制などで異なりますが、職場の担当
者が本人の雇用管理すべてを対応する場合、あるいは担当者の選定が難しい場合もあるでしょう。 

☆ 雇用管理の体制は柔軟に 
精神障害に限らず、障害のある従業員の場合、担当する業務の遂行、物理的環境、あるいは職場の人間関係な

どを含め職業生活全般に関して相談や指導をおこなうことが望ましいと思われます。しかし、職場の担当者がこのような
相談・指導を行う際に、職場の担当者だけでは判断・決定が難しく、担当者の負担が過重となる場合もあります。 

このため、対応すべき課題やその内容などにより組織的な検討や対応が必要な場合、産業保健スタッフや外部機
関の参加を得ることが良い場合などがあり、これらの状況に応じて柔軟に対応できる体制が望ましいでしょう。 

☆ 声がけ・定期面談のすすめ 
職場の円滑な人間関係の基礎としても、日々の声がけ（あいさつや体調の確認）は大切です。日々簡単な会話

をすることで、本人も相談を持ちかけやすくなります。 

また、職場で担当者を選定しにくい場合もあるでしょう。日々の状況が把握できていない場合、気が付いた時には問
題が大きくなって、解決が難しくなることもあるでしょう。このようなことを避けるため、本人と相談したり、指導を行ったり、
配慮・措置を検討したりといった定期面談を管理部門などが準備することで、課題となる点を早期に把握し、対処する
ことができます。 

雇用管理の体制 
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合理的配慮指針の基本的な考え方で「合理的配慮は、個々の事情を有する障害者と事業主との相互理
解の中で提供されるべきものであること」と述べられています。事業主が、独断で、あるいは十分な説明をせず、
または本人の同意を得ずに配慮・措置を実施しても、思ったような効果が得られないことになりかねません。 

☆ 相互理解とは 
「相互理解」が重要とされていますが、配慮・措置の検討において大切なのは、次の３つです。 

① 相手のことを知ろうとする姿勢を示すこと。例えば本人に対して「困っていることなどがわからないので、働きやす
い職場とするために教えてほしい」と尋ねるなど。 

② 得られた意見や要望の理由を確認すること。本人がうまく説明できないといった場合には、「いつ」、「何をする
時」に困ったり不安だったりするのかを確認すること。 

③ 相手の課題や要望を受け止めつつ、職場としてできること、できないことを分かりやすく伝え、具体的な配
慮・措置を調整すること。例えば「○○の要望は対応できると思うので、少し待ってほしい。●●については▲
▲の理由で対応ができない。」と伝えるなど。 

しっかりと本人の意向を聴き取ることで、本人の職場への信頼感を高めるでしょう。できないものについては代替案を
示せるとなお良いでしょう。ただし、業務と無関係の質問はプライバシーの侵害やハラスメントと見なされる場合がありま
すので、必要な情報を得るようにしましょう。 

気を付けることは、これまでの経験などから本人の課題や効果的な配慮・措置を「知っている」、「わかっている」と思い
込むことです。障害者雇用に熱心なほど、良かれと思い本人の意向を確認しないまま配慮・措置を進めてしまう場合が
あるかもしれませんが、本人の信頼感を損なうことに繋がることがあります。 

なお、本人との調整が難しい場合には、無理をせずに、外部の支援機関の活用も検討しましょう。 

☆ 外部の支援機関はできるだけ活用する 
外部の支援機関には、それぞれの専門的な知識や関連する機関の情報があり、わかりやすく提供してもらえる可能

性が高く、さらに本人が信頼する第三者として客観的な立場で関わってもらうことができます。 

雇用管理において「わからない」、「困った」、「心配だ」という場合には、積極的に活用しましょう。 

本人が支援機関を利用していない場合で、職場でも支援機関の利用経験がない場合は、お近くのハローワークにお問
合せいただくと、障害者就業・生活支援センターや当機構の地域障害者職業センターなどの紹介を受けられます。 

障害者の意向を十分に尊重 


